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玉名市農林水産業事業継続支援金
申請要領

（申請のガイダンス）


中小法人
個人事業者
（農林水産業者）


国の持続化給付金との重複受給はできません

「事業継続支援金」を装った詐欺にご注意ください




令和２年６月１日
玉名市農林水産政策課



1

はじめに

玉名市農林水産業事業継続支援金とは？




新型コロナウイルス感染症の拡大の影響を受けている本市の基幹産業である農林水産業を営む玉名市内における中小法人及び個人事業者（農林水産業者）を幅広く支援するため熊本県の「事業継続支援金」（以下「県支援金」という。）の交付を受けた農林水産業者に対して、事業の継続を支え、再起の糧としていただくため、事業全般に広く使える玉名市農林水産業事業継続支援金（以下「市支援金」という。）を支給します。
この支援金は国の「持続化給付金」の対象とならない事業者に対して、１回限り支給するものです。
支給額




中小法人 ・・・・・・・・・・・最大２０万円
個人事業者（農林水産業者）・・・最大１０万円
※ただし、昨年１年間の売上からの減少分が上限です。
■支援金の算定方法
前年の総売上（事業収入）―（前年同月比▲３０％以上▲５０％未満月の売上×１２ヶ月）
※金額は千円単位。千円未満の端数があるときは、その端数は、切り捨てる。
支給対象者




[bookmark: _Hlk41483321]次のいずれにも該当する者
（1） 県支援金の交付決定を受けた者
（2） 令和２年（２０２０年）４月３０日以前から事業により事業収入　（売上）を得ており、今後も事業を継続する意思が認められる者
支給要件




令和２年（２０２０年）１月以降、新型コロナウイルス感染症拡大の影響等　により、前年同月比で事業収入が３０％以上、５０％未満減少した月が存在す
ること。ただし、事業の開始時期その他の事業によりこれにより難い場合には、市長が別に定める要件に該当すること。
１　申請要件を確認する（支給対象者・不支給要件）
■支給対象者・不支給要件




●支給対象者
（１）県支援金の交付決定を受けた者
（２）２０２０年４月３０日以前から事業により事業収入（売上）を得ており、今後も事業を継続する意思があること。

（３）〇中小法人については、市内に本店の所在地を有し、令和２年（２０２０年）　４月１日時点において、次のいずれかを満たす法人。ただし、組合若しくは その連合会又は一般財団法人についてはその直接又は間接の構成員たる事業 者の３分の２以上が個人又は次のいずれかを満たす法人であること。
　　　 ア　資本金の額又は出資の総額が１０憶円で未満であること。
　　　　　 なお、基本金を有する法人については、「資本金の額又は出資の総額」を
　　　　 「基本金の額又は出資の総額」と一般財団法人については、「当該法人に拠出されている財産の額」と読み替えるものとする。
　　　 イ　資本金の額又は出資の総額が定められていない場合は、常時使用する従業員（労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第２０条の規定に基づき予め解雇の予告を必要とするものをいう。）の数が２，０００人以下であること。
　　
　　　 〇個人事業者（農林水産業者）については、市内に住所地を有する個人事業主

注：一度支給を受けた方は、再度、支援金の支給申請をすることができません。
　　国の持続化給付金と重複して受けることはできません。




●不支給条件等

下記①から⑦の不支給要件（支給対象外になる者）に該当しないこと
①市支援金について、既に支給を受けた者又は現に支給申請を行っている者
②国及び法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第一に規定する公共法人
	③風俗業営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第
　　　１２２号）に規定する「性風俗関連特殊営業」又は当該営業に係る「接客
業務受託営業」を行う事業者
　　④政治団体
　　⑤宗教団体
　　⑥市暴力団排除条例（平成２４年玉名市条例第２号）第２条第１号に規定す
　　　る暴力団、若しくは暴力団員等（同条第２号の暴力団員又は暴力団員でな
くなった日から５年を経過しない者をいう。）又はこれらと密接な関係を
有する者　　
　　　　⑦前各号に掲げる者のほか、市支援金の趣旨・目的に照らして適当でないと
　　　　　市長が認める者
　　　　



１　申請要件を確認する（申請期間・方法）
■申請期間・方法・書類




（１）申請期間
令和２年６月１日から令和３年２月２６日（必着）まで
（２）申請方法
申請書類を次の提出先に持参又は郵送してください。令和３年２月２６日必着です。

<提出先>
〒８６５－８５０１
玉名市岩崎１６３番地
玉名市農林水産政策課　担い手支援係　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（３）申請書類
以下の書類を提出してください。
1  申請書兼請求書（様式第１号）
2  県支援金の交付決定通知書の写し
3  誓約書（様式第２号）
4  その他市長が必要と認める書類
  
　　　　


１　申請要件を確認する（誓約事項）
■誓約事項




　　　玉名市農林水産業事業継続支援金を申請するにあたり、下記の７項目の全てに対して誓約する必要があります。

●誓約事項

（１）玉名市農林水産業事業継続支援金の支給の要件に全て該当すること。
（２）玉名市農林水産業事業継続支援金に複数の申請を行っていないこと。
（３）玉名市暴力団排除条例（平成２４年条例第２号）に規定する暴力団、
暴力団員等又は暴力団密接関係者でないこと。
（４）破産、会社更生、民事再生、特別清算その他倒産等に関する法律のい
ずれかに係る手続について申立てを行っていないこと。
（５）申請内容に虚偽や不正がないこと。また、申請内容に虚偽や不正があ
　　　った場合は玉名市農林水産業事業継続支援金の申請を取り下げ、支援
金の交付後に発覚した場合は支援金を全額返還すること。
（６）前年同月比で事業収入が５０％以上減少した月がある場合は、国の持
続化給付金の申請要請に適合する場合もあるため、その際には、本支
援金を全額返還すること。
（７）申請書類に記載された情報について、国及び地方公共団体から依頼が
あった場合並びに本市の業務で利用する必要が生じた場合、提供する
ことに同意すること。
















２  申請する（証拠書類等の添付③通帳の写し④本人確認書類）

③通帳の写し　④本人確認書類





　　　③申請者名義の口座の通帳の写し。
　　　銀行名・支店番号・支店名・口座種別・口座番号・名義人が確認できるものを添付してください。
　　　上記が確認できるように、通帳を開いた１・２ページ目の両方を添付してください。





④下記のいずれかの写しが必要です。
（１）運転免許証
（２）マイナンバーカード
（３）健康保険証
（４）住民票等
※いずれの場合も申請を行う月において有効なものであり、記載された住所が申請時の住所と同一のものに限ります。
















２　申請する（申請後の流れ・不正受給時の対応）
■申請後の流れ




申請頂いた内容・証拠書類等の確認をさせて頂きます。
不明な点が発生した場合、申請書に記載の連絡先にお電話で確認させて頂きます。
申請内容に不備等が無ければ、３０日以内に申請された銀行口座に振り込みを行い
ます。
なお、確認が終了した際には、支給通知（不支給の場合には不支給通知）を発送さ
せていただきます。通知が到着した際には内容をご確認ください。
※通知の到着前に振込が行われる場合もあることをご了承ください。



■不正受給時の対応




提出された証拠書類等について、不審な点が見られる場合、調査を行うことがあります。調査の結果によって不正受給と判断された場合、以下の措置を講じます。
1 玉名市補助金等交付規則の規定に基づき返還請求。
2 必要に応じて申請者の法人名等を公表。不正の内容が悪質な場合には刑事告発。


※申請に必要な手続は以上です。

	問い合わせ先

	熊本県玉名市岩崎１６３番地　
玉名市役所　農林水産政策課
０９６８－７５－１１２６





[bookmark: _Hlk41551546]様式第１号（第４条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
玉名市長　様
　　　　　　　　　申請者　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　㊞


農林水産業事業継続支援金支給申請書兼請求書

玉名市農林水産業事業継続支援金の支給を受けたいので、玉名市農林水産業事業継続
支援事業実施要綱第４条第１項の規定により、下記のとおり必要書類を添えて申請し、
及び支援金を請求します。
記
１　申請者情報
	申請者区分（☑）
	法人番号（法人の場合のみ）
	事業開始年月日

	☐ 法人　☐ 個人事業者
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　　年　　月　　日



	法人☐
	個人☐

	  
	
	万
	
	千円(最大20万円)
	  
	
	万
	
	千円(最大10万円)



２　申請・請求額　☑　　
※請求額は、県の事業継続支援金交付決定額と同額を記入してください。

３　売上減少状況(いずれかに☑をつけてください)
· 令和元年までに事業を開始した農林漁業者の場合
	令和２年の対象月
	※以下のどちらかを選択してください

	
	□令和元年同月売上
額に対しての減少率
	□令和元年の月平均売上
額に対しての減少率

	月
	％
	％


· 令和２年に事業を開始した農林漁業者の場合
	令和２年の対象月
	令和２年１月から対象月前月までの平均売上額に対しての減少率

	月
	％



４　支援金の振込先（申請者名義のもの）
	金融機関名
（☑）

	
	☐ 銀行
☐ 信金
☐ 信組
☐ 農協
	
	☐ 本店
☐ 支店（店）
☐ 出張所
☐ 支所
	預金種別
（☑）
	☐ 普通
☐ 当座

	口座名義人
	ｶﾅ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（ｶﾅ欄は、姓と名の間にスペース、濁点「゛」は１文字で記入）

	
	名義
　　

	店番号
	
	
	
	口座番号
（右詰めで記入）
	
	
	
	
	
	
	


※ゆうちょ銀行を指定される場合は、店番号に３ケタの数字（店番）・口座番号に７ケタの数字を記入してください。

５　連絡先電話番号　※日中に連絡可能な電話番号を記入してください。
	№
	種別（☑）
	電話番号（ハイフンなし）
	（法人の場合）担当者名

	１
	☐ 事業所　　☐ 自宅
☐ 携帯電話　☐ その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	☐ 事業所　　☐ 自宅
☐ 携帯電話　☐ その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	










※　この申請書兼請求書の他に提出する書類

（1） 熊本県事業継続支援金の交付決定通知書の写し
（2） 振込先がわかる書類（預金通帳等）の写し
（3） 個人事業者の場合は、本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカード、健康保険証、住民票等の
いずれかの写し）
（4） 誓約書（様式第２号）
（5） その他必要と認める書類

【申請情報の取扱い】
　申請に係る事業者等の情報は、厳格に保管し、本件給付事業以外の目的には使用しません。
様式第２号（第４条関係）


誓　　約　　書

私は、玉名市農林水産業事業継続支援金の申請に当たり、次のとおり誓約します。

（1）  玉名市農林水産業事業継続支援金の支給の要件に全て該当すること。
（2）  玉名市農林水産業事業継続支援金に複数の申請を行っていないこと。
（3）  玉名市暴力団排除条例（平成２４年条例第２号）に規定する暴力団、暴力団
　　 員等又は暴力団密接関係者でないこと。
（4）  破産、会社更生、民事再生、特別清算その他倒産等に関する法律のいずれか
に係る手続について申立てを行っていないこと。
（5）  申請内容に虚偽や不正がないこと。また、申請内容に虚偽や不正があった場
合は玉名市農林水産業事業継続支援金の申請を取り下げ、支援金の交付後に発
覚した場合は支援金を全額返還すること。
（６） 前年同月比で事業収入が５０％以上減少した月がある場合は、国の持続化給
付金の申請要請に適合する場合もあるため、その際には、本支援金を全額返還
すること。
（７） 申請書類に記載された情報について、国及び地方公共団体から依頼があった
場合並びに本市の業務で利用する必要が生じた場合、提供することに同意する
こと。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

玉名市長　様

　　　　　令和　　年　　月　　日

	
住　　　所

	〒　　－　　

	
氏　　　名

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞









様式第１号（第４条関係）      　   　《記載例》
                                                              令和２年６月２０日
玉名市長　様
　
申請者　住 　所　玉名市岩崎１６３番地
[image: ]

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　氏 　名　　玉名　太郎   玉名


農林水産業事業継続支援金支給申請書兼請求書

玉名市農林水産業事業継続支援金の支給を受けたいので、玉名市農林水産業事業継続
支援事業実施要綱第４条第１項の規定により、下記のとおり必要書類を添えて申請し、
及び支援金を請求します。
記
１　申請者情報
	申請者区分（☑）
	法人番号（法人の場合のみ）
	事業開始年月日

	☐ 法人　☑ 個人事業者
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　　年　　月　　日




２　申請・請求額　☑　　
	法人☐
	[bookmark: _Hlk41551706]個人☑

	  
	
	万
	
	千円(最大20万円)
	 
	８
	万
	５
	千円(最大10万円)


※請求額は、県の事業継続支援金交付決定額と同額を記入してください。

３　売上減少状況(いずれかに☑をつけてください)
☑令和元年までに事業を開始した農林漁業者の場合
	令和２年の対象月
	※以下のどちらかを選択してください

	
	☑令和元年同月売上
額に対しての減少率
	□令和元年の月平均売上
額に対しての減少率

	　　　３　月
	３５　％
	％


· 令和２年に事業を開始した農林漁業者の場合
	令和２年の対象月
	令和２年１月から対象月前月までの平均売上額に対しての減少率

	　　　　　月
	％



４　支援金の振込先（申請者名義のもの）
	金融機関名
（☑）

	肥後
	☑ 銀行
☐ 信金
☐ 信組
☐ 農協
	玉名
	☐ 本店
☑ 支店（店）
☐ 出張所
☐ 支所
	預金種別
（☑）
	☑ 普通
☐ 当座

	口座名義人
	ｶﾅ
	タ
	マ
	ナ
	
	タ
	ロ
	ウ
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	（ｶﾅ欄は、姓と名の間にスペース、濁点「゛」は１文字で記入）

	
	名義
　　　　玉名　太郎

	店番号
	2
	0
	1
	口座番号
（右詰めで記入）
	
	1
	2
	3
	4
	5
	6


※ゆうちょ銀行を指定される場合は、店番号に３ケタの数字（店番）・口座番号に７ケタの数字を記入してください。

５　連絡先電話番号　※日中に連絡可能な電話番号を記入してください。
	№
	種別（☑）
	電話番号（ハイフンなし）
	（法人の場合）担当者名

	１
	☐ 事業所　　☐ 自宅
☑ 携帯電話　☐ その他
	0
	9
	0
	1
	2
	3
	4
	5
	6
	7
	8
	

	２
	☐ 事業所　　☐ 自宅
☐ 携帯電話　☐ その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	







※　この申請書兼請求書の他に提出する書類

（6） 熊本県事業継続支援金の交付決定通知書の写し
（7） 振込先がわかる書類（預金通帳等）の写し
（8） 個人事業者の場合は、本人確認書類（運転免許証、マイナンバーカード、健康保険証、住民票等の
いずれかの写し）
（9） 誓約書（別記第２号様式）
（10） その他必要と認める書類

【申請情報の取扱い】
　申請に係る事業者等の情報は、厳格に保管し、本件給付事業以外の目的には使用しません。
様式第２号（第４条関係）


誓　　約　　書
私は、玉名市農林水産業事業継続支援金の申請に当たり、次のとおり誓約します。

(１)  玉名市農林水産業事業継続支援金の支給の要件に全て該当すること。
(２)  玉名市農林水産業事業継続支援金に複数の申請を行っていないこと。
(３)  玉名市暴力団排除条例（平成２４年条例第２号）に規定する暴力団、暴力団
　　 員等又は暴力団密接関係者でないこと。
 (４)  破産、会社更生、民事再生、特別清算その他倒産等に関する法律のいずれか
に係る手続について申立てを行っていないこと。
(５)　申請内容に虚偽や不正がないこと。また、申請内容に虚偽や不正があった場
合は玉名市農林水産業事業継続支援金の申請を取り下げ、支援金の交付後に発
覚した場合は支援金を全額返還すること。
（６） 前年同月比で事業収入が５０％以上減少した月がある場合は、国の持続化給
付金の申請要請に適合する場合もあるため、その際には、本支援金を全額返還
すること。
（７） 申請書類に記載された情報について、国及び地方公共団体から依頼があった
場合並びに本市の業務で利用する必要が生じた場合、提供することに同意する
こと。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

玉名市長　様

　　　　　　　令和２年６月２０日

	
所在地又は住所

	〒865－8501
　玉名市岩崎１６３番地
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